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アジア経済法令ニュース No.13-03 
 添付法令資料1： 生産及び技術パークの法的地位に関する2009年12月17日 

  付モンゴル国法律（目次） 

 添付法令資料2： 前海クロスボーダー人民幣貸付管理暫定施行弁法（目次） 

 添付法令資料3： ロシア連邦における労働年金に関するロシア連邦法律（目次） 

 添付法令資料4： 通貨の規制に関する1994年5月12日付モンゴル国法律 

  （目次） 

 添付法令資料5： 保険に関する2004年 4月30日付モンゴル国法律（目次） 

 添付法令資料6： 非国有化及び民営化に関するウズベキスタン共和国法律（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2013年 1月 18日（金） 
 

第1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 接続料規則及び接続料規則の一部を改正する省令の一部を改正する省令（総
務省令第 1号） 

13.01.16公布／13.04.01施行（ただし、一部を公布の日から施行する。） 
2 基礎的電気通信役務の提供に係る交付金及び負担金算定等規則の一部を改正
する省令（総務省令第２号） 

13.01.16公布／14.05.01施行（ただし、一部を公布の日から施行する。） 
3 薬事法第 77条の 2第 1項の規定に基づき希少疾病用医薬品を指定した件（厚
生労働省告示第 4号） 

13.01.17公布 
4 薬事法第 77条の 2の 5第 1項の規定に基づき希少疾病用医薬品の指定を取り
消した件（厚生労働省告示第 5号） 

13.01.17公布 
5 船舶安全法に基づく型式承認等をした件（国土交通省告示第 56～58号）  

13.01.17公布 
6 国際連合安全保障理事会決議第 2078号（コンゴ民主共和国に係る制裁措置等
の延長等に関する決議）に関する件（外務省告示第 15号）  

13.01.18公布 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 機動車強制廃車標準規定 
  （机动车强制报废标准规定） 

12.12.27 発布 商務部、発改委、公安部及び環境保護部令 2012年第 12号
／13.05.01 施行 

2 非公有制企業労働紛争予防調停業務の強化に関する人的資源及び社会保障部
並びに中華全国工商業連合会の意見 
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  （人力资源社会保障部、中华全国工商业联合会关于加强非公有制企业劳动争
议预防调解工作的意见） 

13.01.10 発布 人社部発[2013]2号 
3 古生物化石保護条例実施弁法 

  （古生物化石保护条例实施办法） 
12.12.27 発布 国土資源部令第 57号／13.03.01 施行 

4 競売監督・管理弁法 
  （拍卖监督管理办法） 

13.01.05 発布 国家工商行政管理総局令第 59号／13.01.01 施行 
5 宝くじ発行・販売管理弁法 

  （彩票发行销售管理办法） 
12.12.28 発布 財総[2012]102号／13.01.01 施行 

6 高価医療用消耗材料集中調達業務規範（試行） 
  （高值医用耗材集中采购工作规范（试行）） 

12.12.17 発布 衛規財発[2012]86号／同日施行 
7 中央級財政資金を一部の中央企業の国家資本金に転換することに関係する紛
争事件の審理に関する最高人民法院の通知 

  （最高人民法院关于审理中央级财政资金转为部分中央企业国家资本金有关纠
纷案件的通知） 

12.12.11 公布 法[2012]295号 
8 家庭用自動車製品修理、交換及び返品責任規定 

  （家用汽车产品修理、更换、退货责任规定） 
12.12 29 発布 質検総局令第 150号／13.10.01 施行 

9 中韓社会保険協定及び議定書に関する人的資源及び社会保障部弁公庁の通知 
  （人力资源社会保障部办公厅关于实施中韩社会保险协定和议定书的通知） 

12.12.28 発布 人社庁発[2012]120号／13.01.16 施行 
10 食品・薬品違法行為通報報奨弁法 
  （食品药品违法行为举报奖励办法） 

13.01.08 発布 国食薬監弁[2013]13号／同日施行 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

1 再生可能エネルギー電力価格附加に関係する会計処理規定 
  （可再生能源电价附加有关会计处理规定） 

12.12.27発布 財政部 財会[2012]24号 
2 船舶に係る車両・船舶税代理徴収委託管理弁法 
  （船舶车船税委托代征管理办法） 

13.01.05発布 国家税務総局 交通運送部公告 2013年第 1号／13.02.01施
行 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

1 保険販売業務従事人員監督管理弁法 
  （保险销售从业人员监管办法） 

13.01.06発布 保監会令 2013年第 2号／13.07.01施行 
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2 保険ブローカー業務従事人員及び保険査定業務従事人員監督管理弁法 
  （保险经纪从业人员、保险公估从业人员监管办法） 

13.01.06発布 保監会令 2013年第 3号／13.07.01施行 
3 証券先物業統計指標標準ガイドライン 
  （证券期货业统计指标标准指引） 

13.01.07発布 証監会公告[2013]5号／13.05.01施行 

 

第 3 ロシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

1 租税管理法の若干の条項の修正・補充法 
12.12.03公布 国家主席令第 23/2012/L-CTN号／13.07.01施行 

2 国家予算法 
12.12.03公布 国家主席令第 24/2012/L-CTN号／13.07.01施行 

3 電力法の若干の条項の修正･補充法 
12.12.03公布 国家主席令第 26/2012/L-CTN号／13.07.01施行 

4 出版法 
12.12.03公布 国家主席令第 21/2012/L-CTN号／13.07.01施行 

5 弁護士法の若干の条項の修正･補充法 
12.12.03公布 国家主席令第 22/2012/L-CTN号／13.07.01施行 

6 首都法 
12.12.03公布 国家主席令第 27/2012/L-CTN号／13.07.01施行 

7 個人所得税法の若干の条項の修正・補充法 
12.12.03公布 国家主席令第 28/2012/L-CTN号／13.07.01施行 

8 汚職防止法の若干の条項の修正・補充法 
12.12.03公布 国家主席令第 29/2012/L-CTN号／13.02.01施行 

 

第 5 韓国 

1 関税法施行規則一部改正令 
12.12.31公布 企画財政部令第 308号／13.01.01施行 

2 租税特例制限法施行規則一部改正令 
12.12.31公布 企画財政部令第 309号／13.01.01施行 

3 相続税及び贈与税法施行規則一部改正令 
12.12.31公布 企画財政部令第 310号／同日施行 

4 付加価値税法施行規則一部改正令 
12.12.31公布 企画財政部令第 313号／同日施行 

5 弁理士法施行規則一部改正令 
12.12.31公布 知識経済部令第 277号／同日施行 

6 特許権等の登録令施行規則一部改正令 
12.12.31公布 知識経済部令第 278号／13.01.01施行 
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7 デザイン保護法施行規則一部改正令 
12.12.31公布 知識経済部令第 279号／13.03.01施行（ただし、一部を除
く。） 

8 特許料等の徴収規則一部改正令 
12.12.31公布 知識経済部令第 280号／13.01.01施行 

9 大気環境保全法施行規則一部改正令 
12.12.31公布 環境部令第 492号／同日施行 

10 大気環境保全法施行規則等一部改正令 
12.12.31公布 環境部令第 493号／同日施行 

11 日本産アルミニウムボトル缶に対するダンピング防止関税賦課に関する規則 
13.01.03公布 企画財政部令第 314号／同日施行 

12 特許法施行規則一部改正令 
13.01.03公布 知識経済部令第 281号／13.03.01施行（ただし、一部を除
く。） 

13 関税法施行規則一部改正令中訂正 
13.01.04公布 企画財政部令第 308号 

14 地方税基本法施行規則一部改正令 
13.01.14公布 行政安全部令第 335号／同日施行 

15 地方税法施行規則一部改正令 
13.01.14公布 行政安全部令第 336号／同日施行 

 

第 6 台湾 

1 当部 2012年 5月 16日台内移字第 1010932343号「大陸地区人民の台湾地区
における親族による滞在、長期滞在又は定住に係る許可弁法」第 24 条第 2 項
に関する解釈令（廃止） 

13.01.14発布 内政部 台内移字第 1020954560号／12.11.25から施行 
2 小売業等の商品（サービス）に係る商品券定型化契約の必要記載事項及び記
載不可事項（修正） 

13.01.14発布 経済部 経商字第 10102445840号 
3 「自国銀行国外分支機構設立必要注意事項」第 4条の修正に係る規定 

13.01.14 発布 金融監督管理委員会 金管銀国字第 10120006800 号／発布
日から施行 

4 会社登記所定費用収受準則（修正） 
13.01.14発布 経済部 経商字第 10102445450号 

5 政府小切手管理弁法（修正） 
13.01.15発布 財政部 台財庫字第 10203604170号／13.01.01から施行 

6 大陸地区において投資又は技術提携に従事することに係る許可弁法（修正） 
13.01.16発布 経済部 経審字第 10204600200号 

7 会社法条文修正 
13.01.16公布 総統府 華總一義字第 10200003961号 

8 薬事法条文修正 
13.01.16公布 総統府 華總一義字第 10200003981号 
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第7 タイ 

1 所得税に関して国家税収法における内容に従い制定する仏暦 2555 年（西暦
2012年）の財務省令No.296 

 

第 8 カザフスタン 

1 国家役務基準の承認に関する 2009 年 12 月 15 日付カザフスタン共和国政府
決定 No.2121 並びに自然人及び法人に供与される国家役務に係る登録簿の承
認に関する 2010年 7月 20日付政府決定No.745への変更及び追加の導入に関
するカザフスタン共和国政府決定 

2012年 9月 6日付No.1160／公布の日から 10日後施行 
2 投資に関するカザフスタン共和国法律の実施に係るいくつかの問題に関する
2003年 5月 8日付カザフスタン共和国政府決定No.436への変更及び追加の導
入に関する政府決定 

2012年 11月 8日付No.1416／公布の日から 10日後施行 
3 弁護士及び公証人活動のライセンシングに係るいくつかの問題に関するカザ
フスタン共和国政府決定 

2012年 11月 19日付No.1460／公布の日から 21日後施行 
4 エネルギーの節約及びエネルギー効率の向上の分野における認可に係る委員
会に関する規程の承認に関するカザフスタン共和国副首相兼産業及び新技術

相命令 
2012年 10月 3日付 No.358 同年 11月 12日法務省登録 No.8074／公布
の日から 10日後施行 

 

第 9 ウズベキスタン 

1 民営化、非独占化及び競争の促進に係るウズベキスタン共和国国家委員会の
活動の組織化に係る措置に関するウズベキスタン共和国内閣決定 

2012年 12月 30日付No.374／2013年 1月 14日施行 
2 外国貿易業務の実施に関連する手続の自由化に係る追加措置に関するウズベ
キスタン共和国内閣決定 

2012年 12月 30日付No.379／2013年 1月 14日施行 
3 トランジットに係る関税制度に関する規程への変更の導入に関するウズベキ
スタン共和国国家関税委員会決定 

2012 年 12 月 17 日付 No.01-02/12-45 2013 年 1 月 11 日法務省登録
No.577-3／同月 21日施行 

4 ウズベキスタン共和国におけるタバコ製品及びアルコール飲料に対する消費
税印紙の適用手続に関する指示への変更の導入に関するウズベキスタン共和国

財務省、国家税務委員会及び国家関税委員会決定 
2012年 12月 12日付財務省No.88、国家税務委員会No.2012-34及び国家
関税委員会 No.01-02/8-34 2013年 1月 9日法務省登録 No.589-7／同月 19
日施行 
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第10 トルコ 

1 関税一般通知(関税手続)(シリーズNo.16)における変更の実施に関する関税及
び貿易省の通知 

2013年 1月 10日付官報 No.28524/同日公布・施行 
2 輸入における割当及び料率の限度額管理に関する通知(通知 No.2012/1)の失
効に関する経済省の通知 

2013年 1月 10日付官報No.28524/2012年 12月 31日から施行 
3 輸入における監視の執行に関する通知(通知 No.2010/1)における変更の実施
に関する経済省の通知 

2013年 1月 12日付官報No.28526/公布日から 30日経過後施行 

 

第 11 ポーランド 

1 ミルク及びミルク加工品市場の組織化に関する法律の単一テキストの公布に
関する 2012年 9月 20日付国会下院議長の公告 

13.01.14公布 
2 保険活動に関する法律の変更に関する 2012年 12月 14日付法律 

13.01.14公布／公布の日から 14日の期間経過後に施行 
3 ラジオ及びテレビ番組における広告及び通信販売活動の実施方法に関する命
令を変更する 2012年 12月 18日付国家ラジオ及びテレビ評議会命令 

13.01.11公布No.48／公布の日から 14日の期間経過後に施行 
4 ポモジェ経済特別地区に関する命令を変更する 2012 年 12 月 27 日付閣僚会
議命令 

13.01.14公布No.581／同月 15日施行 
5 投資ファンドに関する法律及び資金市場に対する監督に関する法律の変更に
関する 2012年 11月 23日付法律 

13.01.17 公布／公布の日から 14 日の期間経過後に施行（ただし、一部を
除く。） 

 

第１2 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 13 添付法令資料 

   1 生産及び技術パークの法的地位に関する 2009 年 12 月 17 日付モンゴル国 

法律（目次） 

   2 前海クロスボーダー人民幣貸付管理暫定施行弁法（目次） 

   3 ロシア連邦における労働年金に関するロシア連邦法律（目次） 

   4 通貨の規制に関する 1994 年 5 月 12 日付モンゴル国法律（目次） 

   5 保険に関する 2004 年 4 月 30 日付モンゴル国法律（目次） 
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   6 非国有化及び民営化に関するウズベキスタン共和国法律（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

設樂 公晴  弁護士：マレーシア・インドネシア・モンゴル法令担当 

萩野 敦司  弁護士：韓国・越南・タイ・ミャンマー・インド法令担当 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン法令担当 

上村 明   弁護士：タイ・カンボジア・ラオス・台湾法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：インド・バングラデシュ法令担当 

 兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主任 

谷添 学   弁護士：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ法令担当 

森 啓太   弁護士：租税・独占禁止・知的財産法令担当 

志賀 正帥  弁護士：金融（Banking, Securities & Insurance）・台湾・ 

越南法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

伏原 宏太  シニアコンサルタント：越南法令担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・ 

スリランカ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

野沢 洋子  外国法研究員：ロシア・ポーランド・チェコ法令担当 

商 蕾    外国法研究員（中国律師）：韓国法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  URYU & ITOGA ADVISORY SERVICE VIETNAM CO.,LTD 
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ロシア法令関連国内提携事務所 

  狩集総合法律事務所 弁護士：狩集 清彦 

 

提携先中国律師事務所 

  北京市堅石律師事務所 律師：柳 錦実：韓国法令担当 

  上海堅海律師事務所 

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて
有償にて提供しております。 



添付法令資料 1： 
 
生産及び技術パークの法的地位に関する 2009年 12月 17日付モンゴル国法律（目次） 

 
第1章 一般原則（第 1条ないし第 4条） 
第2章 パークについての国及び地方自治機関の権限（第 5条ないし第 9条） 
第3章 パークの活動（第 10条ないし第 13条） 
第4章 その他の規定（第 14条） 
 
 
 
添付法令資料 2： 
 

前海クロスボーダー人民幣貸付管理暫定施行弁法（目次） 
2012年 12月 28日発布 同日施行 

 
第1章 総則（第 1条ないし第 5条） 
第2章 貸付金の用途、期間及び利率（第 6条ないし第 9条） 
第3章 業務の取扱い（第 10条ないし第 15条） 
第4章 業務の監督（第 16条ないし第 20条） 
第5章 附則（第 21条ないし第 23条） 
 
 
 
添付法令資料 3： 
 

ロシア連邦における労働年金に関するロシア連邦法律（目次） 
2001年 12月 17日付No.173-FZ 2011年 12月 3日一部改正  

 
第1章 総則（第 1条ないし第 6条） 
第2章 労働年金の認定条件（第 7条ないし第 9条） 
第3章 保険加入期間（第 10条ないし第 13条） 
第4章 労働年金の額（第 14条ないし第 17.2条） 
第5章 労働年金の認定、金額の再計算、支払及び送付（第 18条ないし第 26条） 
第6章 既に取得した権利の保全及び転換（変換）手続（第 27条ないし第 30.3条） 
第7章 この連邦法律の施行手続（第 31条及び第 32条） 



添付法令資料 4： 
 

通貨の規制に関する 1994年 5月 12日付モンゴル国法律（目次） 
同年 6月 1日施行 2009年最終改正 

 
第1章 一般原則（第 1条ないし第 5条） 
第2章 通貨規制についての国家機関の行使する権限（第 6条ないし第 8条） 
第3章 通貨の流通の実施（第 9条ないし第 14条） 
第4章 通貨の流通に対し設定するコントロール（第 15条ないし第 19条） 
 
 
添付法令資料 5： 
 

保険に関する 2004年 4月 30日付モンゴル国法律（目次） 
2005年 6月 1日施行 2011年最終改正 

 
第1章 一般原則（第 1条ないし第 5条） 
第2章 保険の分類、種類及び形式（第 6条ないし第 10条） 
第3章 保険営業に係る国家規制（第 11条ないし第 15条） 
第4章 保険営業の実施に係る個別認可の取得（第 16条ないし第 20条） 
第5章 個別認可取得者の営業に対し設定されるコントロール（第 21条） 
第6章 資本及び資金源泉並びにソルベンシー（第 22条ないし第 28条） 
第7章 会計記帳及び監査（第 29条ないし第 38条） 
第8章 アクチュアリー並びにその査定及び報告（第 39条ないし第 45条） 
第9章 再保険（第 46条ないし第 48条） 
第10章 保険者の義務及び被保険者に設定される制限（第 49条ないし第 57条） 
第11章 マーケット準則（第 58条及び第 59条） 
第12章 名称に対するコントロールの設定（第 60条） 
第13章 検査、情報の収集及び報告（第 61条ないし第 66条） 
第14章 強制措置（第 67条ないし第 74条） 
第15章 保険営業の譲渡及び併合（第 75条） 
第16章 保険者の解散（第 76条ないし第 80条） 
第17章 その他（第 81条ないし第 85条） 



添付法令資料 6： 
 

非国有化及び民営化に関するウズベキスタン共和国法律（目次） 
1991年 11月 19日付No.ZRU425-XII 同年 12月 19日施行 

2013年一部改正 
 

第1条 基本的概念 
第2条 非国有化及び民営化に関するウズベキスタン共和国法令 
第3条 非国有化及び民営化の基本原則 
第4条 非国有化及び民営化の客体 
第5条 非国有化及び民営化手続において財産を取得する主体 
第6条 非国有化及び民営化の方式及び条件 
第7条 非国有化及び民営化に係る決定の採択手続 
第8条 非国有化及び民営化に対する企業の準備 
第9条 非国有化及び民営化客体の売却価格 
第10条 国有企業の賃借財産の購入 
第11条 2002年 12月 13日付ウズベキスタン共和国法律No.447-IIにより失効 
第12条 国有企業の会社及びパートナーシップへの再編成 
第13条 入札による公的所有客体の取得 
第14条 競売による公的所有客体の売却 
第15条 法律行為の成立手続 
第16条 非国有化及び民営化のための資金源泉 
第17条 非国有化及び民営化から収受する資金の利用 
第18条 非国有化及び民営化の主体の相互義務 
第19条 非国有化及び民営化される企業の従業員のための優遇及び保証 
第20条 非国有化及び民営化の実施に対する監督 
第21条 非国有化及び民営化に関連する問題に係る紛争の解決 
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